
 

 

［企画部 企画課 所管］ 

○広聴・広報に要する経費（02010201） 18,421 千円（14,998 千円） 予算書 P36 

[秘書広聴課 所管 12,584 千円含む] 

〈国・県：750 千円 その他：1,646 千円 一財：16,025 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：地方創生推進交付金      750,000 円 

  ・諸収入：広告掲載料        1,646,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  市民と行政との協働のまちづくりの推進を図り、円滑な行政運営並びに市政の情報を広く周

知するため、広聴・広報活動を推進する。 

（内容） 

・ＰＲ動画を効果的に活用し、市の魅力発信をすることで、知名度の向上と移住定住促進を図

る。 

 ・ホームページ、情報メール、シティプロモーションウェブサイトにより情報を発信する。 

 ・市の現状とまちづくりの方向性を広く市内外に周知するために市勢要覧を作成、配布する。 

 ・市役所の来庁者等に向け、屋外情報表示塔にてイベント等の情報を発信する。 

 

○企画事務に要する経費（02010601） 3,345 千円（5,722 千円） 予算書 P41 

〈その他：1,500 千円 一財：1,845 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・繰入金：地域振興基金繰入金    1,500,000 円 

（目的及び期待する効果） 

本市の新たな総合計画である「ばんどう未来ビジョン」に基づく「第 1 期戦略プラン」の推

進と進行管理を行うとともに、地方創生の推進と行財政改革の取組による持続可能な行政運営

の確立を図る。 

東京直結鉄道（地下鉄 8 号線）の茨城県西南部地域への延伸について、各関係機関への要望

を引き続き行う。 

（内容） 

 ・行政改革懇談会          12 人 2 回開催 

・旧岩井西高校跡地検討委員会    15 人 4 回開催 

 ・都市再生整備計画事業評価委員会   5 人 1 回開催 

 ・まち・ひと・しごと創生有識者会議 15 人 2 回開催 

  

○公共交通対策に要する経費（02010603） 33,305 千円（28,730 千円） 予算書 P42 

〈国・県：10,550 千円 その他：21,700 千円 一財：1,055 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：地方創生推進交付金     10,550,000 円 

・繰入金：地域振興基金繰入金    21,700,000 円 

（目的及び期待する効果） 

市の地域需要に応じた公共交通のあり方について、市民、交通事業者、行政等の関係者間で

検討し、市民の足の確保を図る。また、既存の守谷駅発着路線バス「急行坂東号」とは別ルー

トで、より速達性の高い路線バス「直行坂東号」の実証運行により、坂東市と都心部のアクセ

ス性を高め、住民の転出抑制及び定住促進を図るとともに、不採算の乗合バス運行事業に対し

ては、経費の一部を補助することにより、公共交通の確保と市民の利便性の向上を図る。 

 



 

 

（内容） 

 ・地域公共交通会議（15 人 2 回開催） 

 ・守谷駅直行型路線バス運行委託料 21,300 千円 

・乗合バス運行補助         11,835 千円 境ルート（4便）、岩井ルート（4便） 

 

○公共交通運行に要する経費（02010604） 37,471 千円（37,181 千円） 予算書 P43 

〈その他：37,100 千円 一財：371 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

・繰入金：地域振興基金繰入金     34,800,000 円 

・諸収入：デマンドタクシー利用料金  2,300,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  幹線道路を中心に市内を巡回するコミュニティバス「坂東号」の運行を行うとともに、自由

に利用できる移動手段を持たない方の市内の移動の利便性向上を図るため、予約に基づき自宅

等から目的地まで乗り合いで送迎するデマンドタクシーの運行を行う。 

（内容） 

（１）コミュニティバスの運行（委託料予算額 19,708千円） 

  ①庁舎間シャトル      月曜日から金曜日まで運行 

  ②七郷・中川ルート     月曜日・水曜日・金曜日運行 

  ③沓掛・内野山ルート    月曜日・水曜日・金曜日運行 

  ④長須・七重ルート     火曜日・木曜日・土曜日運行 

  ⑤半谷ルート、矢作ルート  通学時（七重小、七郷小）の利用に対応 

（２）デマンドタクシーの運行（委託料予算額 17,415 千円） 

  登録者の事前予約により、月曜日から土曜日まで車輌２台で運行 

 

○桜並木整備に要する経費（02010606） 1,421 千円（1,140 千円） 予算書 P44 

〈その他：452 千円 一財：969 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

・繰入金：桜のまちづくり基金繰入金  452,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  坂東市にゆかりのある方々から広く寄附を募り、市民との協働による桜のまちづくりを進め

ることにより市の活性化を図る。 

（内容） 

  市と里親（寄附者）の協働による桜の植樹を今年度は、45 本植栽予定であり、平成 30 年度

末には、累計で市内公共施設等 17箇所に桜の苗木 414 本が植栽済みとなる。 

 

○ふるさと応援寄附に要する経費（02010607） 23,760 千円（109,514 千円） 予算書 P44 

〈一財：23,760 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

坂東市ふるさと応援寄附をしていただいた方へ、お礼の品として本市の特産品等を贈ること

で、坂東市ふるさと応援寄附制度の活性化による財源の確保と、本市特産品等のＰＲを図る。 

（内容） 

  坂東市ふるさと応援寄附者への寄附金受領証明書及び返礼品等の送付。 

 

○東京五輪ホストタウン交流事業に要する経費（02010610） 171 千円（683 千円） 予算書 P45 

〈一財：171 千円〉 

 



 

 

（目的及び期待する効果） 

  2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて、ホストタウン活動を通

じた機運の醸成を図る。 

（内容） 

  ホストタウン活動の一環として、「あすチャレ！スクール」事業を開催する。 

 

○法務局証明サービスセンター運営に要する経費（02011403） 8,652 千円（8,791 千円）  

予算書 P50 

〈一財：8,652 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  法務局以外において登記事項証明書（不動産及び商業・法人登記）、印鑑証明書（商業・法人）

等を取得することが出来る「法務局証明サービスセンター」により、住民サービス・利便性の

向上を図る。 

（内容） 

 ・法務局証明サービスセンター受付業務委託（事務員１名） 

 ・法務局証明サービスセンターシステム機器リース（登記情報システム端末、発行請求機等） 

 

○工業統計調査に要する経費（02050201） 

○経済センサス基礎調査に要する経費（02050202） 

○経済センサス調査区管理に要する経費（02050203） 

○農林業センサス調査区設定に要する経費（02050204） 

○住宅・土地統計調査に要する経費（02050205） 4,116 千円（1,794 千円） 予算書 P61 

 [総務部 総務課 所管 256 千円含む] 

〈国・県：4,116 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県委：経済センサス調査区管理委託金      20,000 円 

・県委：工業統計調査委託金           596,000 円 

・県委：経済センサス基礎調査委託金       14,000 円 

・県委：農林業センサス調査区設定委託金         5,000 円 

・県委：住宅・土地統計調査委託金      3,481,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  各種統計調査の実施 

（内容） 

 ①工業統計調査 

  ・製造業の実態を明らかにし、産業政策、中小企業政策などの基礎資料とする。 

・所管 経済産業省 

・調査期日   平成 30 年 6月 1 日 

  ・対象事業所数 約 250 事業所  

・指導員 1名、調査員 15名 

 ②住宅・土地統計調査 

  ・住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土地等の実態を把握し、その現状

と推移を明らかにする調査。 

・所管 総務省 

・調査期日   平成 30 年 10 月 1日 

・指導員７名、調査員 47名 

 



 

 

○結婚新生活支援事業に要する経費（03020103） 3,360 千円（4,800 千円） 予算書 P78 

〈国・県：1,680 千円 一財：1,680 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県補：結婚新生活支援事業費補助金    1,680,000 円  

（目的及び期待する効果） 

  低所得者への結婚に伴う経済的不安を軽減し、結婚や子育てについての希望をかなえること

ができる環境をつくり、少子化対策及び本市への移住促進につなげる。 

（内容） 

本市に住民票があり、新規に婚姻した低所得者世帯（世帯所得 340 万円未満かつ夫婦共に婚

姻日における年齢が 34歳以下）に対し、結婚に伴う新生活のスタートアップに係るコスト（新

居の住居費、引越し費用）を助成する。助成額は 1 世帯当たり上限 30 万円とする。 

 

○水道事業に要する経費（04010504） 14,640 千円（3,050 千円） 予算書 P96 

〈一財：14,640 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  上水道事業での道路改良工事に伴う消火栓設置に対する負担金を支出することにより、上水

道の安定した供給を図り、市民生活の安全を確保する。 

（内容） 

 ・建設改良事業に伴う消火栓設置一般会計負担金    14,640 千円 

消火栓設置基数 24 基（うち岩井系 23基、猿島系 1 基） 

 

○常備消防に要する経費（09010101） 691,336 千円（699,733 千円） 予算書 P126 

〈一財：691,336 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

 茨城西南地方広域市町村圏事務組合において、消防本部を設置し広域で消防活動を行うこと

により、消防力の強化を図る。 

（内容） 

・均等割   145,379 千円 

・人口割    545,957 千円 

 

［企画部 財政課 所管］ 

○地方債償還に要する経費（11010101・11010201） 2,113,082 千円（2,033,350 千円） 

予算書 P172 

〈国・県：47,663 千円 その他：38,088 千円 一財：2,027,331 千円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：合併市町村幹線道路緊急整備支援事業費補助金 42,413,000 円 

  ・県補：合併市町村まちなか活性化支援事業費補助金   5,250,000 円 

  ・使用料：住宅使用料                31,830,000 円 

  ・使用料：住宅使用料過年度分             1,242,000 円 

  ・使用料：住宅駐車場使用料              4,872,000 円 

    ・使用料：住宅駐車場使用料過年度分           144,000 円 



 

 

平成29年度末 平成30年度中平成30年度末
現在高見込額 起債見込額 現在高見込額

(A) 元金 (B) 利子 (C) 計 (D) (A)-(B)+(D)
21,973,672 1,101,506 154,566 1,256,072 1,289,400 22,161,566

(1)総務債 5,269,641 125,742 20,482 146,224 5,143,899

(2)民生債 47,300 5,174 514 5,688 42,126

(3)衛生債 2,907,936 100,078 31,245 131,323 2,807,858

(4)農林水産業債 442,913 79,006 2,805 81,811 61,300 425,207

(5)商工債 391,800 1,056 1,056 391,800

(6)土木債 7,203,261 400,583 49,709 450,292 412,200 7,214,878

(7)都市計画債 1,641,766 90,118 14,233 104,351 99,500 1,651,148

(8)公営住宅債 429,205 56,629 7,457 64,086 11,700 384,276

(9)消防債 252,666 24,353 451 24,804 3,200 231,513

(10)教育債 3,387,184 219,823 26,614 246,437 701,500 3,868,861

35,300 6,737 35 6,772 28,563

217,820 60,170 1,172 61,342 157,650

10,475,841 734,068 53,828 787,896 819,200 10,560,973

32,702,633 1,902,481 209,601 2,112,082 2,108,600 32,908,752

うち合併特例事業債 9,198,800 614,823 73,538 688,361 8,583,977

合　　　計

4.臨時財政対策債

（単位：千円）

区　　　分
平成30年度償還額

1.普通債

2.災害復旧債

3.減税補てん債

平成29年度末現在高見込額(A)の利率別内訳

区 分 無利子 0.5％以下 1.0％以下 1.5％以下 2.0％以下 2.5％以下 3.0％以下

残 高 16,880,566 7,320,753 5,368,367 2,477,002 362,115 112,353

件 数 99 44 62 63 13 3

区 分 3.5％以下 4.0％以下 4.5％以下 5.0％以下 5.5％以下 6.0％以下 合 計

残 高 106,351 63,862 6,429 4,835 32,702,633

件 数 3 2 1 1 291

（単位：千円、件）

 

［企画部 市民協働課 所管］ 

○青少年社会参加推進に要する経費（02010609） 522 千円（672 千円） 予算書 P45 

〈一財：522 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  自由な発想と行動力、鋭い感性を兼ね備えた高校生などの若者が、自ら企画する活動を通し

て、様々な世代との効果的な情報交換や対話を行い地域活動への参加意欲と、市政運営への積

極的な参画を図る。 

（内容） 

 ・市内高校生が定期的（月 2 回）に集まり、自ら考え、やってみたいまちづくり活動を提案し

地域住民等を巻き込んでまちを楽しむ企画や活動を行う。 

・全国高校生サミットに参加し、同世代の高校生との交流活動を行う。 

 ・「ぷらっと坂東」の開催（年 2 回） 

 ・高校生の議会傍聴の実施（年 3回） 

 

○ブライダル支援事業に要する経費（02010611） 398 千円（1,010 千円） 予算書 P46 

〈一財：398 千円〉 



 

 

（目的及び期待する効果） 

  次代を担う高校生達に、結婚式の企画に関わることで、結婚や子育てを含めた自らのライフ

デザインを考える機会をもたせること。さらに、地域の様々な人や団体と仕事をするなど様々

な体験を通し、自らも達成感を味わうとともに社会参加の必要性を推進する。 

（内容） 

 ・市の結婚相談等を通して結婚するかたへのウェディングドレス製作をする。（1組） 

・市の施設にて、高校生が様々な人や団体と連携し結婚式を企画プロデュースする。 

 

○男女共同参画推進に要する経費（02011201） 877 千円（2,065 千円） 予算書 P48 

〈一財：877 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  男女が互いに人権を尊重しつつ、性別にかかわりなくその個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現に向けて、市・市民・事業者等が一体となり、総合的・計画

的に取り組める施策の展開を図る。 

女性が抱えるさまざまな悩みや困難に対し、女性相談を通して問題の解決に向けたアドバイ

ス等を行う。また、より活発な活動を推進するため女性活動団体への支援を行う。 

（内容） 

 ・男女共同参画講演会の開催 

・トップセミナーの開催 

 ・いきいきセミナーの開催（年 2回） 

 ・女性センター業務 

・女性相談業務 

・女性活動団体支援 

 

○いい夫婦の日事業に要する経費（02011202） 145 千円（280 千円） 予算書 P49 

〈一財：145 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  条例で定めている 11 月 22 日「いい夫婦の日」を通して、男女が対等なパートナーとして夫

婦のきずな及び人格を高め、互いに感謝の心を持ちより良い家庭環境を築くことを目的とする。 

（内容） 

 ・いい夫婦の日関連事業の開催 

 ・いい夫婦の日啓発キャンペーン 

 

○市民協働推進に要する経費（02011301） 783 千円（3,532 千円） 予算書 P49 

〈一財：783 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  市民や市民団体、事業者、市が協働の役割と責務を理解し、課題解決に向けた取り組みを行 

う、市民協働のまちづくりの推進を図る。それぞれが持っている能力や、知識などの専門性を 

出し合うことで、目標達成や課題解決に向けた効果的な方法を見出すことができる。 

（内容） 

 ・市民協働のまちづくり推進 

 ・出前講座 

 ・防災支援連絡会議 

 

 

 



 

 

○担い手育成事業に要する経費（02011302） 379 千円（379 千円） 予算書 P49 

〈一財：379 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  「市民協働のまちづくり」を実践していく人材育成のため、担い手育成事業を実施する。リー

ダーとして、必要な知識や技能を学び、まちづくりの担い手として、地域で活動できる人材の

育成と発掘することを目的とし、協働のまちづくりの推進を図る。 

（内容） 

 ・市民大学「バンドウミライ楽考」講座（基礎課程・専門課程）の開催 

 

○いきいき大学事業に要する経費（02011303） 1,417 千円（2,642 千円） 予算書 P49 

〈その他：1,200 千円 一財：217 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・繰入金：地域振興基金繰入金         1,200,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  高齢者が、健康でいきいきと暮らしていくために、当大学を通じて知識の習得とともに仲間

づくりを行う。また「老得（おとく）カード」の利用により、地域商業の支援に寄与するなど、

高齢者の生きがいづくりを支援する。同時に地域の活性化や地域コミュニティの推進を図る。 

（内容） 

 ・「老得カード」交付 

 ・いきいき大学講座の開催 

 ・市内協賛店舗への補助 

 

［企画部 特定事業推進課 所管］ 

○企業立地推進に要する経費（02010605） 27,768 千円（45,056 千円） 予算書 P43 

〈一財：27,768 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  「つくばハイテクパークいわい」等への優良企業の誘致活動及び立地企業との調整を行うと共

に、「坂東インター工業団地」の整備及び圏央道 IC 周辺地区における開発計画を推進し、雇用

の創出と財政基盤の強化さらには市の産業振興に寄与する。 

（内容） 

・企業誘致推進業務 

   企業誘致ＰＲパンフレット作成委託料           389,000 円 

   都市再生整備計画事業評価支援等委託料       1,100,000 円 

   県工業団地企業立地推進協議会負担金           160,000 円 

   圏央道沿線地域産業活性化協議会負担金        150,000 円 

   坂東市土地開発公社補助金             16,755,000 円 

 

○工業団地上水道施設管理に要する経費（04010508） 14,912 千円（19,933 千円） 予算書 P96 

〈その他：5,346 千円 一財：9,566 千円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・負担金：上水道負担金                3,680,000 円 

 ・使用料：専用水道使用料                          1,666,000 円 

（目的及び期待する効果） 

  「坂東インター工業団地」に安全で安定した水を供給することにより優良企業を誘致し、雇用

の創出と財政基盤の強化さらには市の産業振興に寄与する。 



 

 

（内容） 

  消耗品費                             2,916,000 円 

  光熱水費                             5,383,000 円 

  電気保安業務委託料                     286,000 円 

  消防設備保守点検委託料                     33,000 円 

  配水場保守点検委託料                  4,190,000 円 

  薬注設備点検委託料                    360,000 円 

  水質検査委託料                    994,000 円 

 

○企業立地推進に要する経費（07010203） 4,860 千円（新規事業） 予算書 P114 

〈一財：4,860 千円〉 

（目的及び期待する効果） 

  「坂東インター工業団地」及び「つくばハイテクパークいわい」内立地企業に奨励金を交付す

ることにより優良企業を誘致し、雇用の創出と財政基盤の強化さらには市の産業振興に寄与す

る。 

（内容） 

  工場誘致奨励金（つくばハイテクパークいわい）    4,860,000 円 

 


